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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第116期

第１四半期連結
累計期間

第117期
第１四半期連結
累計期間

第116期

会計期間
自平成29年４月１日
至平成29年６月30日

自平成30年４月１日
至平成30年６月30日

自平成29年４月１日
至平成30年３月31日

営業収益 （百万円） 11,831 12,561 49,842

経常利益 （百万円） 232 297 1,312

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（百万円） 140 185 835

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 179 302 1,196

純資産額 （百万円） 20,730 21,824 21,632

総資産額 （百万円） 36,195 37,278 37,719

１株当たり四半期（当期）純利

益
（円） 4.85 6.44 28.93

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 57.1 58.3 57.1

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．営業収益には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の子会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

（１）経営成績の状況

当第１四半期のわが国の経済は、本年1-3月期の実質GDPが約2年ぶりのマイナス成長となりましたが、世界景気

の持続的な回復を背景として輸出が回復してきており、設備投資もオリンピック・パラリンピック関連投資に加え

製造業からの機械受注が増加傾向にあり、また、個人消費は生鮮食料品価格の下落による落込みはあるものの雇用

情勢の改善と賃上げを背景として実質的には底堅く、総じて堅調に推移しました。

なお、今後におきましては西日本豪雨による交通網の被害や酷暑等気候変動による農作物の不作等が国内経済へ

与える影響が懸念されます。

陸運業界では、適正価格の収受の正当性が浸透しつつあり、価格競争激化による収益性低迷からの出口が漸く見

えつつありますが、一方では、トラック乗務員の不足など構造的課題は依然として解決の糸口が見えず厳しい状況

が続いております。

このような状況下にあって、当社グループは、長期経営ビジョン（毎年継続して2％以上成長）の達成のため

に、第二次中期経営計画の着実な遂行に励み、企業価値の向上に努めています。

これらの結果、営業収益は、流通貨物での国内野菜等の取扱数量の減少により減収となったものの、貨物輸送で

のトラック貨物輸送および保管貨物における既存顧客との取引の深耕、潤滑油・化成品での価格改定および既存顧

客との取引の深耕、石油輸送での価格改定および国際貨物での国内主要顧客の堅調な輸出を背景とした輸出取扱量

の増加と中国国内貨物輸送の増加等により、前年同期比6.2％増の125億61百万円となりました。

経常利益は、貨物輸送で軽油価格の上昇を一部で転嫁できなかったことや流通貨物での営業収益の減少等による

減益要因はあったものの、潤滑油・化成品、国際貨物および石油輸送が営業収益の伸びに比例して増益となったこ

とで、経常利益全体では前年同期比28.1％増の２億97百万円となりました。

また、親会社株主に帰属する四半期純利益は、前年同期比32.6％増の１億85百万円となりました。

 

セグメント別の業績概況は、次のとおりです。

 

《貨物輸送》

当部門については、2018年6月18日に発生した大阪府北部地震の影響により鉄道コンテナ輸送を中心に取扱数量

が減少したものの、既存顧客への営業拡販によりトラック貨物輸送と保管貨物の伸長が図れ、また機工部門で重量

品搬入据付業務等の獲得もあり、部門全体では増収となりました。しかしながら、軽油価格の上昇によるコスト増

の影響等により減益となりました。

これらの結果、営業収益は前年同期比2.8％増の60億30百万円となりましたが、経常利益は前年同期比15百万円

減の１億35百万円となりました。

 

《潤滑油・化成品》

潤滑油部門については、既存顧客との運賃改定および取引深耕を主要因として増収・増益となりました。また、

化成品部門についても同様に既存顧客との運賃改定および取引深耕により増収・増益となりました。

これらの結果、営業収益は前年同期比12.2％増の13億36百万円、経常利益は前年同期比12百万円増の44百万円と

なりました。

 

《流通貨物》

当部門については、昨年度の気候変動による野菜不足の影響で保存性のある国内野菜の保管数量が大幅に減少し

たこと、ならびに輸入野菜の取扱数量の減少も響き、減収・減益となりました。

これらの結果、営業収益は前年同期比37.7％減の１億83百万円、経常利益は前年同期比36百万円減の７百万円の

経常損失となりました。

当部門では、貨物誘致の営業活動に積極的に取り組み、保管貨物や流通加工業務の新規獲得を図ることで収益向

上に努めております。
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《国際貨物》

当部門については、国内事業で海外経済の持続的な成長を背景に電子部品材料の貨物輸出取扱量が大幅に増加

し、また一般消費材等の貨物輸入取扱量も増加しました。

海外事業についても、中国国内での堅調な国内消費や輸出の拡大があったこと等を主要因に、貨物取扱数量は大

幅に増加しました。

これらの結果、営業収益は前年同期比23.1％増の19億68百万円となり、経常利益は部門全体の収益増加と中国現

地法人３社の採算改善による黒字化から、前年同期比62百万円増の91百万円となりました。

 

《石油輸送》

当部門については、国内石油製品需要の減少影響等により輸送数量は前年同期比96.1％と減少しましたが、主要

荷主の運賃改定により増収・増益となりました。

これらの結果、営業収益は前年同期比5.8％増の30億34百万円、経常利益は前年同期比83百万円改善の61百万円

となりました。

 

（２）財政状態の状況

《資産》

当第１四半期連結会計期間末における総資産は372億78百万円となり、前期末に比べ４億41百万円減少しまし

た。この主な要因は、季節差による営業未収入金の減少４億92百万円、前払費用の増加１億23百万円、減価償却等

にともなう有形固定資産の減少２億62百万円および保有株式の評価による投資有価証券の増加１億71百万円等によ

るものであります。

《負債》

当第１四半期連結会計期間末における負債は154億53百万円となり、前期末に比べ６億33百万円減少しました。

この主な要因は、季節差による営業未払金の減少２億30百万円、納税における未払法人税等の減少３億51百万円、

算定期間の違いによる賞与引当金の減少３億10百万円、従業員からの社会保険料等預りによる預り金の増加１億80

百万円、繰延税金負債の増加91百万円等によるものであります。

《純資産》

当第１四半期連結会計期間末における純資産は218億24百万円となり、前期末に比べ１億92百万円増加しまし

た。この主な要因は、親会社株主に帰属する四半期純利益を１億85百万円計上したことによる増加、配当金の支払

による減少１億15百万円、有価証券評価差額金の増加１億17百万円によるものであります。この結果、自己資本比

率は前期末の57.1％から58.3％となりました。

 

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間における当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題について重要な変更はあ

りません。

 

（４）資本の財源及び資金の流動性についての分析

当社グループの運転資金需要のうち主なものは、燃油の購入費用および車両の維持保全費用などの販売費および

一般管理費等の営業費用であります。投資を目的とした資金需要は、主に車両や倉庫建設などの設備投資によるも

のであります。当社グループは事業運営上必要な流動性と資金の源泉を安定的に確保することを基本方針としてお

ります。

短期運転資金は自己資金および金融機関からの短期借入を基本としており、設備投資や長期運転資金の調達につ

きましては、金融機関からの長期借入を基本としております。また、グループの資金効率化を図るため、キャッ

シュ・マネジメントシステムを導入しております。

なお、当第１四半期連結会計期間末における有利子負債（借入金）の残高は43億37百万円となっております。ま

た、当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は15億64百万円となっております。

2019年3月期の設備投資額については、29億30百万円を計画しておりますが、現在の自己資本比率は58.3％と厚

みを増しており、その資金の調達にあたっては問題がないと考えております。また、営業強化、業務改革の一環と

して、2021年3月までに基幹システム（営業系システム）の刷新を行ってまいりますが、その総投資額16億円は、

車両の代替等と合わせて借入で対応していく予定としております。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 56,000,000

計 56,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成30年６月30日）

提出日現在発行数
（株）

（平成30年８月９日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 28,965,449 28,965,449
東京証券取引所

市場第一部
単元株式数100株

計 28,965,449 28,965,449 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　　　　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　　　　該当事項はありません。
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（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　　該当事項はありません。

 

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増減
額（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成30年４月１日～

平成30年６月30日
－ 28,965,449 － 3,559 － 3,076

 

 

（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

 

（６）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成30年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

 

①【発行済株式】

平成30年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 　　77,100 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 28,857,300 288,573 －

単元未満株式 普通株式 　　31,049 － －

発行済株式総数 　28,965,449 － －

総株主の議決権 － 288,573 －

 

 

②【自己株式等】

平成30年６月30日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社丸運
東京都中央区日本

橋小網町７番２号
77,100 － 77,100 0.26

計 － 77,100 － 77,100 0.26

（注）　上記のほか、株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が1,000株（議決権の数

10個）あります。

なお、当該株式数は上記「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の中に含まれております。

 

 

 

２【役員の状況】

　　　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成30年４月１日から平

成30年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、清陽監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成30年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,574 1,584

受取手形及び営業未収入金 ※ 7,153 ※ 6,712

商品及び製品 2 3

原材料及び貯蔵品 44 43

その他 667 799

貸倒引当金 △3 △1

流動資産合計 9,439 9,141

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 5,103 5,007

土地 17,064 17,064

その他（純額） 2,547 2,381

有形固定資産合計 24,715 24,452

無形固定資産 236 219

投資その他の資産   

投資有価証券 2,564 2,735

その他 897 863

貸倒引当金 △133 △133

投資その他の資産合計 3,327 3,465

固定資産合計 28,280 28,137

資産合計 37,719 37,278

負債の部   

流動負債   

支払手形及び営業未払金 3,926 3,696

短期借入金 1,875 2,171

未払法人税等 392 41

賞与引当金 626 316

その他 2,166 2,313

流動負債合計 8,988 8,539

固定負債   

長期借入金 2,449 2,166

再評価に係る繰延税金負債 1,937 1,937

退職給付に係る負債 2,216 2,212

役員退職慰労引当金 51 29

その他 443 568

固定負債合計 7,099 6,914

負債合計 16,087 15,453
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成30年６月30日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,559 3,559

資本剰余金 3,077 3,077

利益剰余金 11,430 11,506

自己株式 △21 △21

株主資本合計 18,045 18,121

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 906 1,024

土地再評価差額金 2,811 2,811

為替換算調整勘定 △53 △67

退職給付に係る調整累計額 △157 △146

その他の包括利益累計額合計 3,506 3,622

非支配株主持分 79 80

純資産合計 21,632 21,824

負債純資産合計 37,719 37,278
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年６月30日)

営業収益 11,831 12,561

営業原価 10,895 11,528

営業総利益 936 1,033

販売費及び一般管理費 754 786

営業利益 182 247

営業外収益   

受取利息 0 1

受取配当金 31 38

未払金戻入益 12 10

その他 15 12

営業外収益合計 60 63

営業外費用   

支払利息 7 6

為替差損 0 3

その他 2 2

営業外費用合計 10 12

経常利益 232 297

特別利益   

固定資産売却益 7 8

その他 － 0

特別利益合計 7 8

特別損失   

固定資産除売却損 0 0

減損損失 1 0

解約違約金 8 －

特別損失合計 10 1

税金等調整前四半期純利益 229 305

法人税、住民税及び事業税 17 22

法人税等調整額 69 94

法人税等合計 87 116

四半期純利益 142 188

非支配株主に帰属する四半期純利益 2 2

親会社株主に帰属する四半期純利益 140 185
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年６月30日)

四半期純利益 142 188

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 28 117

為替換算調整勘定 △2 △15

退職給付に係る調整額 12 11

その他の包括利益合計 37 113

四半期包括利益 179 302

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 178 300

非支配株主に係る四半期包括利益 0 2
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

（連結子会社の事業年度等に関する事項の変更）

　連結子会社のうち、決算日が12月31日である丸運国際貨運代理（上海）有限公司及び丸運安科迅物流（常州）

有限公司については、当該連結子会社の当該四半期会計期間に係る四半期財務諸表を基礎として当該期間に対応

する四半期連結財務諸表を作成し、当該四半期連結決算日との間に生じた重要な取引については必要な調整を

行っておりましたが、四半期連結財務諸表のより適正な開示を図るため、当第１四半期連結会計期間より、四半

期連結決算日で本決算に準じた仮決算を行った四半期財務諸表を基礎として連結決算を行う方法に変更しており

ます。

　これらの変更に伴い、当第１四半期連結累計期間において、平成30年４月１日から平成30年６月30日までの

３ヶ月間を連結しております。

　なお、当該連結子会社の平成30年１月１日から平成30年３月31日までの損益については、利益剰余金の増減と

して調整しております。

 

 

（追加情報）

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を当第１四半期

連結会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定

負債の区分に表示しております。

 

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※ 四半期連結会計期間末日満期手形

　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日でした

が、満期日に決済が行われたものとして処理しております。当四半期連結会計期間末日満期手形の金額は、次の

とおりであります。

 

 
前連結会計年度

（平成30年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成30年６月30日）

受取手形 44百万円 45百万円

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四

半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額

は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成30年４月１日
至　平成30年６月30日）

減価償却費 379百万円 393百万円

のれんの償却額 6百万円 5百万円
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年６月30日）

　配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年５月22日

取締役会
普通株式 115 4.0  平成29年３月31日  平成29年６月６日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成30年４月１日　至　平成30年６月30日）

　配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年５月21日

取締役会
普通株式 115 4.0  平成30年３月31日  平成30年６月５日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自平成29年４月１日 至平成29年６月30日）

１．報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：百万円）

 貨物輸送
潤滑油・
化成品

流通貨物 国際貨物 石油輸送
その他
の事業

合計
調整額
（注）１

四半期連
結損益計
算書計上
額

（注）２

営業収益          

外部顧客への営業収益 5,868 1,191 294 1,599 2,866 11 11,831 － 11,831

セグメント間の内部
営業収益又は振替高

202 6 0 0 200 138 548 △548 －

計 6,070 1,197 294 1,599 3,067 150 12,380 △548 11,831

セグメント利益

又は損失（△）
150 32 29 29 △22 21 239 △7 232

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額△7百万円は、各報告セグメントに配分していない全社収

益・費用の純額等であります。

２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報

「貨物輸送事業」及び「その他の事業」において、事業の用に供していない遊休資産のうち、時価が下落し

た資産について帳簿価額を回収可能価額まで減額しております。なお、当該減損損失の計上額は、当第１四

半期連結累計期間においては1百万円であります。

（単位：百万円）
 

 貨物輸送
潤滑油・
化成品

流通貨物 国際貨物 石油輸送
その他
の事業

合計 調整額

四半期連
結損益計
算書計上
額

減損損失 0 － － － － 1 1 － 1
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Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自平成30年４月１日 至平成30年６月30日）

１．報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：百万円）

 貨物輸送
潤滑油・
化成品

流通貨物 国際貨物 石油輸送
その他
の事業

合計
調整額
（注）１

四半期連
結損益計
算書計上
額

（注）２

営業収益          

外部顧客への営業収益 6,030 1,336 183 1,968 3,034 8 12,561 － 12,561

セグメント間の内部
営業収益又は振替高

207 5 0 － 210 131 554 △554 －

計 6,237 1,341 183 1,968 3,245 139 13,116 △554 12,561

セグメント利益

又は損失（△）
135 44 △7 91 61 2 327 △29 297

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額△29百万円は、各報告セグメントに配分していない全社収

益・費用の純額等であります。

２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

 

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報

「貨物輸送事業」及び「その他の事業」において、事業の用に供していない遊休資産のうち、時価が下落し

た資産について帳簿価額を回収可能価額まで減額しております。なお、当該減損損失の計上額は、当第１四

半期連結累計期間においては0百万円であります。

（単位：百万円）
 

 貨物輸送
潤滑油・
化成品

流通貨物 国際貨物 石油輸送
その他
の事業

合計 調整額

四半期連
結損益計
算書計上
額

減損損失 0 － － － － 0 0 － 0
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成30年４月１日
至　平成30年６月30日）

１株当たり四半期純利益 4円85銭 6円44銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益

（百万円）
140 185

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半

期純利益（百万円）
140 185

普通株式の期中平均株式数（千株） 28,888 28,888

　（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

 

２【その他】

　平成30年５月21日開催の取締役会において、次のとおり剰余金の配当を行うことを決議いたしました。

(イ）配当金の総額………………………………………115百万円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………４円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成30年６月５日

　（注）　平成30年３月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

 

   平成30年８月９日

    

株式会社丸運    

取締役会　御中    

    

 清陽監査法人
    

 
指定社員

業務執行社員
公認会計士 大河原　恵史　　印

    

 
指定社員

業務執行社員
公認会計士 石井　　和人　　印

    

 
指定社員

業務執行社員
公認会計士 鈴木　　智喜　　印

 
 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社丸運の

平成30年４月１日から平成31年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成30年４月１日から平成30年

６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社丸運及び連結子会社の平成30年６月30日現在の財政状態及び

同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点

において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半

期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

 

EDINET提出書類

株式会社丸運(E04182)

四半期報告書

18/18


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容

	第２事業の状況
	１事業等のリスク
	２経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析
	３経営上の重要な契約等

	第３提出会社の状況
	１株式等の状況
	（１）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（２）新株予約権等の状況
	①ストックオプション制度の内容
	②その他の新株予約権等の状況

	（３）行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	（４）発行済株式総数、資本金等の推移
	（５）大株主の状況
	（６）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第４経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	（１）四半期連結貸借対照表
	（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書
	四半期連結損益計算書
	第１四半期連結累計期間
	四半期連結包括利益計算書
	第１四半期連結累計期間
	注記事項
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

